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表紙

（ 電子提供措置事項のうち法令及び定款に基づく
書面交付請求による交付書面に記載しない事項 ）
セグメント別の業績の状況
主 要 な 事 業 内 容
主 要 な 拠 点 等
従 業 員 の 状 況
会社の株式に関する事項
会 計 監 査 人 の 状 況
業務の適正を確保するための体制
及 び 当 該 体 制 の 運 用 状 況
連結株主資本等変動計算書
連 結 注 記 表
株 主 資 本 等 変 動 計 算 書
個 別 注 記 表

2024年４月１日から2025年３月31日まで

上記事項につきましては、法令及び当社定款の規定に基づき、書面交付請求をいただいた株主さまに対し
て交付する書面には記載しておりません。

第38回定時株主総会資料

東日本旅客鉄道株式会社
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主要な事業内容

企業集団の現況に関する事項

運輸事業 流通・サービス
事業

不動産・ホテル
事業 その他 合計 調整額

連結
損益計算書

計上額

売 上 高

外 部 顧 客 へ の 売 上 高 19,457 3,937 4,454 1,025 28,875 — 28,875

セグメント間の内部売上高又は振替高 611 432 313 1,861 3,219 △ 3,219 —

計 20,069 4,370 4,767 2,886 32,094 △ 3,219 28,875

セ グ メ ン ト 利 益 1,760 605 1,203 229 3,798 △ 31 3,767

セグメント別の業績の状況
当社グループにおけるセグメント別の業績の状況は、次のとおりです。

(単位：億円)

(注) 　当社は、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号 平成22年６月30日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の
適用指針」(企業会計基準適用指針第20号 平成20年３月21日)におけるセグメント利益について、各セグメントの営業利益としています。
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主要な事業内容

本部及び支社 駅数
営業キロ

在来線 新幹線 合計
首 都 圏 本 部 81 駅 177.0 ㎞ 17.8 ㎞ 194.8 ㎞

横 浜 支 社 109 327.9 ― 327.9
八 王 子 支 社 95 287.1 ― 287.1
大 宮 支 社 79 313.0 166.5 479.5
高 崎 支 社 90 367.5 165.5 533.0
水 戸 支 社 113 469.8 ― 469.8
千 葉 支 社 159 592.2 ― 592.2
長 野 支 社 114 348.5 136.5 485.0
東 北 本 部 281 1,089.1 223.6 1,312.7
盛 岡 支 社 174 724.3 316.3 1,040.6
秋 田 支 社 141 634.9 ― 634.9
新 潟 支 社 194 776.7 168.0 944.7
合 計 1,630 6,108.0 1,194.2 7,302.2

主要な事業内容(2025年３月31日現在)
当社グループは、運輸事業、流通・サービス事業、不動産・ホテル事業及びその他の事業を行っています。

(1) 運輸事業
　鉄道事業を中心とした旅客運送事業を展開しています。当社の鉄道事業の概況は、次のとおりです。

　車両数は12,216両(電車11,561両、客車43両、気動車554両、機関車46両、その他12両)です。

　このほか、運輸事業においては、旅行業、清掃整備業、駅業務運営業、設備保守業、鉄道車両製造事業、鉄
道車両メンテナンス事業、旅客自動車運送事業及びモノレール鉄道業等を展開しています。

(2) 流通・サービス事業
　小売・飲食業、卸売業、貨物自動車運送事業及び広告代理業等の生活サービス事業を展開しています。

(3) 不動産・ホテル事業
　ショッピングセンターの運営事業、オフィスビル等の貸付業、ホテル業及びこれらを展開する不動産の開
発・販売事業等の生活サービス事業を展開しています。

(4) その他
　クレジットカード事業等のIT・Suica事業及び情報処理業等を展開しています。
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主要な拠点等、従業員の状況

本 社：東京都渋谷区代々木二丁目２番２号
本社附属機関：JR東日本研究開発センター(埼玉)、JR東日本総合研修センター(福島)、

JR東京総合病院、JR東日本健康推進センター(東京)、構造技術センター(東京)
統 括 機 関：新幹線統括本部(東京)
地 方 機 関：首都圏本部(東京)、横浜支社、八王子支社、大宮支社、高崎支社、水戸支社、

千葉支社、長野支社、東北本部(宮城)、盛岡支社、秋田支社、新潟支社、
東京建設プロジェクトマネジメントオフィス、
電気システムインテグレーションオフィス(東京・宮城)、
東北建設プロジェクトマネジメントオフィス(宮城)、
上信越建設プロジェクトマネジメントオフィス(群馬)、
山形支店、福島支店、青森支店

主要な拠点等(2025年３月31日現在)
(1) 当社

(2) 子会社
㈱ビューカード(東京)、㈱JR東日本クロスステーション(東京)、ジェイアールバス関東㈱(東京)、
㈱総合車両製作所(神奈川)、㈱ルミネ(東京)、仙台ターミナルビル㈱(宮城)、
㈱アトレ(東京)、㈱ジェイアール東日本企画(東京)、㈱ジェイアール東日本都市開発(東京)、
㈱JR東日本情報システム(東京)、日本ホテル㈱(東京)、JR東日本東北総合サービス㈱(宮城)、
㈱JR東日本ビルディング(東京)、JR東日本テクノロジー㈱(東京)、㈱JR東日本環境アクセス(東京)、
JR東日本メカトロニクス㈱(東京)、東京モノレール㈱(東京)、JR東日本エネルギー開発㈱(東京)、
㈱JR東日本ステーションサービス(東京)、JR東日本ビルテック㈱(東京)

セグメント 従業員数
運 輸 事 業 52,753名(10,864名)
流通・サービス事業 6,091名( 7,915名)
不動産・ホテル事業 5,726名( 2,019名)
そ の 他 4,989名( 977名)
合 計 69,559名(21,775名)

従業員の状況(2025年３月31日現在)

(注) １　従業員数は就業人員数(当社グループ各社において他社への出向者等を除き、他社からの出向者を含む)であり、臨時従業員数は(　)内に外数で記
載しています。

２　臨時従業員には、当社における「エルダー社員」等の定年退職後の再雇用社員を含み、派遣社員及び短時間労働のパート・アルバイトは含めてい
ません。

３　従業員は、前連結会計年度末に比べ、790名増加(臨時従業員は1,529名減少)しています。
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会社の株式に関する事項

会社の株式に関する事項(2025年３月31日現在)

1　発行可能株式総数 4,500,000,000株

2　発行済株式の総数 1,134,412,200株

3　株主数 300,621名

株主名 持株数 持株比率

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 164,579,700 株 14.51 ％

株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行 ( 信 託 口 ) 48,033,850 4.23

J R 東 日 本 グ ル ー プ 社 員 持 株 会 44,826,776 3.95

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 39,000,000 3.44

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 24,046,680 2.12

STATE STREET BANK WEST CLIENT - TREATY 505234 21,308,632 1.88

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505001 17,980,978 1.59

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 16,428,000 1.45

J P  M O R G A N  C H A S E  B A N K  3 8 5 7 8 1 15,426,385 1.36

三 菱 U F J 信 託 銀 行 株 式 会 社 15,000,000 1.32

(注) 　発行済株式の総数には、自己株式4,455株を含んでいます。

4　大株主

(注) 　持株比率は、発行済株式の総数から自己株式4,455株を除いて算出しています。
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会計監査人の状況

会計監査人の状況

(１) 当社が支払うべき会計監査人としての報酬等の額 260百万円
(２) 当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 780百万円

１　会計監査人の名称

有限責任 あずさ監査法人

２　当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

(注) １　当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を区分しておらず、実質的に
も区分できないため、(１)の金額にはこれらの合計額を記載しています。

２　当社の監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠などを確認し、検討した結果、会計監
査人の報酬等について同意を行っています。

３　非監査業務の内容

当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務であるコンフォートレター作成
業務及びサステナビリティ開示基準導入に関する支援業務についての対価を支払っています。

４　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　当社の監査等委員会は、会計監査人の職務の遂行が十分ではない場合及び会計監査人が社会から信用を著し
く損なった場合など、会計監査人の解任又は不再任が妥当と判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人
の解任又は不再任に関する議案の内容を決定します。
　また、当社の監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当すると認められる
場合、監査等委員全員の同意に基づき監査等委員会が会計監査人を解任します。この場合、監査等委員会が選
定した監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報
告します。
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業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況

業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
(業務の適正を確保するための体制)
　当社は、いわゆる内部統制について、グループ理念及びグループ経営ビジョンを適正かつ効率的に実現するた
めの様々な取組みと位置づけています。コンプライアンス、安全・安心の確保、財政上の損失の防止、財務諸表
の健全性の確保などに加え、新たな事業分野への展開などの観点も踏まえたリスクマネジメントに取り組み、グ
ループを発展させ、その価値を高めることをめざしています。
　また、リスクマネジメントについては、リスク(※)を損失回避等のマイナス要素を減らす観点から捉えるだけ
でなく、リスクテイクも含め、グループの価値を積極的に向上させる観点も含めて幅広く取り組んでいます。
　これを踏まえ、以下のように会社法に基づく業務の適正を確保するための体制を構築しています。
(※)コンプライアンス、安全確保、自然災害等のオペレーションに係るものだけでなく、マーケットの変化や競合他社の動向

及び国内外の社会・経済状況等に係るものや、新規事業に関する経営判断に係るものなども幅広く含みます。

1　JR東日本グループにおける取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた
めの体制

・　法令遵守及び企業倫理について、当社と当社の連結子会社(以下、「グループ会社」という。)で構成さ
れるJR東日本グループの企業行動指針である「法令遵守及び企業倫理に関する指針」を策定し、具体的な
行動のあり方を示すハンドブックを当社及びグループ会社の役員及び社員に配付するなど、指針に沿った
企業活動の実践を図ります。

・　当社の総務・法務戦略部は、全社横断的にコンプライアンスに係る業務を統括するとともに、JR東日本
グループにおけるコンプライアンスの確保に向けてグループ会社の総務・法務部門と連携します。

・　JR東日本グループとしてのコンプライアンスに関する相談窓口を当社内及び外部に設置し、公益通報や
コンプライアンス上問題のある事象についての報告を受け付けます。その際、利用者及び通報内容等に関
する秘密を守り、当該通報を理由とした不利益取扱いを禁止しています。

・　当社は、適法で効率的な業務執行確保のための内部監査体制を整えています。また、JR東日本グループ
における業務の適正を確保するため、当社からグループ会社に役員を派遣するなど経営に関与するととも
に、当社マネジメント監査部がグループ会社監査を定期的に実施します。

2　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
・　当社は、法令及び社内規程等に従い、取締役の職務執行に係る文書を適切に保存及び管理します。取締

役は、必要に応じて常時これらの文書を閲覧できます。
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業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況

3　JR東日本グループにおける損失の危険の管理に関する規程その他の体制
・　当社は、リスクマネジメントの一環として、損失の危険の管理に関する体制を構築しています。
・　当社では、危機管理責任部署及び危機管理に関する規程を定め、問題が発生した際には、経営トップが

関与しながら、迅速に初動体制を構築し情報の収集及び迅速な対応等がとれるよう危機管理体制を構築し
ています。また、グループ会社に対して、同様の危機管理体制を構築し、問題が発生した際には必要に応
じて当社に報告するよう指導しています。

・　当社は、鉄道の運行に関し、事故・災害等の発生に備え、迅速かつ適切な対応ができる体制並びに輸送
の安全性及び安定性を向上させるための体制を整備しています。

・　当社の取締役会は、リスクマネジメントの実効性を確保するため、定期的にその取組み状況及び今後の
方針についてモニタリングを行います。

4　JR東日本グループにおける取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制並びに
グループ会社から当社への職務の執行の報告に関する体制

・　当社は、会社の効率的な事業運営を確保するため、社内規程により、各部署の権限、役割を定め、権限
分配しています。

・　当社及びグループ会社は、グループ経営ビジョンの浸透を図るとともに、その達成に向けて部門や施策
ごとに具体的な計画を定め、その進捗状況については定期的にトレース等を実施するなど、施策を効率的
に展開する仕組みを確保しています。また、グループ会社は、営業成績、財務状況その他の重要な情報を
当社へ定期的に報告しています。

5　監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項
・　当社は、監査等委員会の職務を補助する専任スタッフを監査等委員会室に配置し、監査等の実効性を高

め、監査等委員会の職務が円滑に執行できる体制をとっています。

6　監査等委員会の職務を補助すべき使用人の取締役(監査等委員である取締役を除く。)からの独立性及び
当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

・　当社監査等委員会室スタッフは、監査等委員会の職務に関して、取締役(監査等委員である取締役を除
く。)・他の使用人等の指揮命令を受けません。

7　JR東日本グループにおける当社監査等委員会への報告等に関する体制
・　当社は、取締役会規則に基づいた決議事項の付議基準を定め、適切に取締役会に付議しているほか、当

社監査等委員会は、取締役会決議事項以外の重要な事項についても、取締役会及びグループ経営会議等の
会議への監査等委員である取締役の出席、取締役(監査等委員である取締役を除く。)・使用人等からの聴
取及び取締役の職務執行に係る文書により、その内容を確認することができます。

・　当社監査等委員会とグループ会社監査役の間で定例の連絡会を実施し、監査に関する情報の交換を行い
ます。

7



2025/05/17 18:33:36 / 24180572_東日本旅客鉄道株式会社_招集通知

業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況

・　当社は、JR東日本グループにおける公益通報やコンプライアンス上問題のある事象、当社マネジメント
監査部によるグループ会社監査の結果について、当社監査等委員会に定期的に報告します。

・　当社は、監査等委員会へ報告を行った者に対し、当該報告を理由とした不利益取扱いを禁止していま
す。

8　監査等委員である取締役の職務の執行について生ずる費用等の処理に係る方針に関する事項
・　当社監査等委員である取締役がその職務の執行について、当社に対し会社法第399条の２第４項に基づ

く費用の前払い等を請求したときは、当該請求に係る費用又は債務が当該の監査等委員である取締役の職
務執行に必要でないことを当社が証明した場合を除き、当社はその費用を負担します。

9　その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
・　当社監査等委員会は、代表取締役社長及び会計監査人と、それぞれ定期的に意見交換会を開催していま

す。
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(業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要)
　当社グループは、グループ経営ビジョン「変革 2027」において、地域の皆さまやお客さまからの信頼
を高め、当社グループの持続的な成長を図るため、ESG経営を推進することを掲げています。コンプライ
アンス、安全・安心の確保、財政上の損失の防止、財務諸表の健全性の確保などに加え、新たな事業分野
への展開などの観点も踏まえたリスクマネジメントに取り組むなど、グループの価値向上をめざしていま
す。

1　コンプライアンスに関する取組み
・　当社グループは、企業行動指針として「法令遵守及び企業倫理に関する指針」を策定し、指針の実効性

を高めるため、当社及びグループ会社の役員及び社員に「コンプライアンス・アクションプラン」を周知
するとともに、意識向上を目的としたコンプライアンス教育を実施しています。

・　当社は、社内及び社外にコンプライアンス相談窓口を設置し、当社及びグループ会社の役員及び社員や
取引先等からの相談・通報に対し、公益通報取扱規程等に則り、必要な調査及び是正措置を行うととも
に、通報者へ回答しています。なお、通報者に対し、相談・通報を理由に不利益な取扱いを行わないよ
う、当社及びグループ会社の役員及び社員に周知しています。

・　当社は、グループ会社が実施する「業務の適正を確保するための体制」のトレースに関する報告を受
け、その運用状況の確認並びに指導を実施しています。

・　当社は、監査部門に専任スタッフを配置し、適法で効率的な業務執行確保のための監査体制を整えてい
ます。各箇所を対象として内部監査を概ね年１回、全てのグループ会社を対象としてグループ会社監査を
概ね３年に１回の頻度で実施しています。

・　当社は、当社の役員及び社員を全てのグループ会社に役員として派遣し、その者が当該会社の取締役会
に出席して意見を述べるなど、グループ会社の経営に関与しています。

・　当社グループでは、2024年度に発生した輪軸組立作業における規定の範囲外の圧入力値を規定の範囲
内の値に書き換えていた事象を踏まえ、JR東日本グループとして本事象の内容を加えたコンプライアンス
全社員教育を実施するとともに、グループ社員の行動規範として定めた「コンプライアンス ・アクション
プラン(2025年３月６日改定)」に本事象を記載し、品質管理に活かしていきます。また、品質管理の徹底
という課題に対し、現場第一線を支援する企画部門が改善策のモニタリングを行うとともに、ルール・仕
組みが正しく機能しているか確認し、必要により見直しを実施していきます。そのほか、内部監査部門に
よる監査を通じて、現場第一線、企画部門の業務の統制状況を確認し、グループ一丸となって「究極の安
全」を追求し、グループ全体のガバナンス向上につなげていきます。

2　リスクマネジメントに関する取組み
・　当社グループでは、各事業に共通・特有のリスクの回避・低減に取り組んでいます。具体的には、毎

年、事業全体のリスクを外部の知見や社内の意見等をもとに洗い出し、発生頻度及び影響度を踏まえた分
析・評価を行ったうえで重要なリスクを定め、その回避・低減策を検討・実施しています。このように、
PDCAサイクルを回してリスクの見直し等を図り、取締役会でリスクの回避・低減に向けた取組みの達成
度・進捗をモニタリングするとともに、今後の方針について検討を行い、リスクマネジメントの実効性を
確保しています。

・　当社グループでは、収益力の向上や構造改革に取り組むためには、リスクを損失回避等のマイナス要素
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を減らす観点から捉えるだけでなく、リスクテイクも含め、グループの価値を積極的に向上させる観点を
含めた幅広いリスクマネジメントが重要であると考えています。そのため、安定的で適正な業務の確保に
加え、当社グループ社員の成長に向けた果敢なチャレンジを支援・促進しています。

・　当社は、危機管理に関する基本的事項について危機管理本部規程に定めています。危機が発生した場合
は、同規程に基づき、危機管理本部において経営トップが初期から関与し、トップダウンで関係部署の役
割を指定するなど、初動体制を確立しています。また、当社はグループ会社に対し、危機管理に対応する
組織の設置や危機事案発生時の速やかな報告について指導するなど、当社グループとしての危機管理体制
を構築しています。

・　当社グループは、安全を経営のトッププライオリティに位置づけており、2023年11月に策定した「グ
ループ安全計画2028」のもと、「本質をふまえ、想定外も想像して安全を先取る」をテーマに、リスク
の先取りにより「究極の安全」を追求しています。具体的には、鉄道の運行に関し、事故・災害等の対応
にも備えて、昼夜を問わず、迅速かつ適切に対応できる体制を整えています。あわせて、輸送の安全性及
び安定性を向上させるため、社内に設置した専門の各委員会において議論を行い、重大な事故・事象の
「再発防止」及び「未然防止」に努めています。 また、安全はグループ全体の共通の課題であることか
ら、「『仕事の本質』の理解を深めよう～リスクへの気付きを増やし、グループ一体で安全を先取る～」
をテーマにした安全シンポジウムを開催する等、生活ソリューションも含めたグループ全体の安全レベル
の向上に努めています。

3　職務執行の効率性の確保に関する取組み
・　当社は、取締役会を原則として毎月１回開催し、法定の事項その他重要な業務執行についての決定等を

行っています。
・　当社は、取締役会の定めるところにより、社内取締役及び常務執行役員で構成されるグループ経営会議

を置き、原則として毎週１回開催して取締役会の決議事項及びその他のグループ経営上の重要事項につい
て審議・報告を行っています。

・　当社は、社内の業務執行について、組織規程等により、各部署の分掌事項と職務権限を明確に定めてい
ます。

・　当社は、社内外の環境の変化に対応し、「変革 2027」を実現するため、「成長・イノベーション戦略
の再構築」、「経営体質の抜本的強化」、「成長の基盤となる戦略の推進」及び「ESG経営の実践」とい
った取組みを進めています。

・　当社は、グループ会社から四半期ごとに営業成績や財務状況等の報告を受けています。また、担当部署
が開催する会議等において、経営目標の進捗や経営上の課題等について報告を受け、意見交換を行ってい
ます。

4　監査等委員会監査の実効性の確保に関する取組み
・　当社は、監査等委員会を補佐するため取締役(監査等委員である取締役を除く。)から独立した10名程度

の専任スタッフを配置し、監査等委員会の監査活動を円滑に遂行できる体制を整えています。
・　当社監査等委員は、監査等委員会が定めた方針に従い、取締役会、グループ経営会議等の重要会議への

出席などを通じ、取締役の職務執行の監査を行うほか、当社代表取締役及び会計監査人と定期的に意見交
換会を実施しています。

・　当社監査等委員会は、グループ会社の監査役との間で連絡会を年に２回開催し、監査に関する情報交換
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を行っています。また、各グループ会社には概ね３年に１回訪問し、当該会社の代表取締役等と情報交換
を行い、さらに重要なグループ会社からは３年に１回営業報告を受けています。

・　当社監査等委員会は、当社マネジメント監査部から当社グループの監査計画については年１回、監査結
果については年２回報告を受けています。また、常勤監査等委員は、当社マネジメント監査部から内部監
査の状況について、定期的に報告を受けています。

・　当社は、当社グループにおける公益通報やコンプライアンスに関わる事象を半期毎に監査等委員会に報
告するとともに、重要事象については随時監査等委員会に報告しています。
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連結株主資本等変動計算書(2024年４月１日から2025年３月31日まで) (単位：百万円)

株主資本 その他の包括利益累計額
非支配

株主持分
純資産
合計資本金 資本

剰余金
利益

剰余金 自己株式 株主資本
合計

その他
有価証券

評価差額金

繰延
ヘッジ
損益

土地
再評価
差額金

為替換算
調整勘定

退職給付
に係る

調整累計額

その他の
包括利益

累計額合計

当期首残高 200,000 97,602 2,289,194 △ 5,979 2,580,817 100,606 3,430 △ 16 135 32,921 137,077 21,337 2,739,232

当期変動額

剰余金の配当 △ 61,631 △ 61,631 △ 61,631

親会社株主に帰属する
当期純利益 224,285 224,285 224,285

合併による増減 △ 26 △ 26 △ 26

自己株式の取得 △6,972 △ 6,972 △ 6,972

自己株式の処分 492 7,075 7,567 7,567

持分法適用会社に対する
持分変動に伴う自己株式
の増減

△148 △ 148 △ 148

連結子会社の増資によ
る持分の増減 △ 57 △ 57 △ 57

連結子会社株式の取得に
よる持分の増減 △ 4,263 △ 4,263 △ 4,263

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） △ 3,956 △ 295 15 47 △ 12,914 △ 17,103 △ 8,664 △ 25,768

当期変動額合計 － △ 3,855 162,654 △ 45 158,752 △ 3,956 △ 295 15 47 △ 12,914 △ 17,103 △ 8,664 132,984

当期末残高 200,000 93,747 2,451,848 △ 6,025 2,739,570 96,650 3,134 △ 1 182 20,006 119,973 12,672 2,872,216

(注)　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

１　連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
⑴ 連結の範囲に関する事項
　子会社のうち㈱ビューカード、㈱JR東日本クロスステーション、ジェイアールバス関東㈱、㈱総合車両製作所等76社を連結の範
囲に含めております。
　当連結会計年度の新規連結子会社は、株式取得によるDecorum Vending Ltd.及び新規設立によるJR東日本不動産㈱、
TAKANAWA GATEWAY 地球益投資事業有限責任組合、JRE Business Development UK Ltd.、JRE Ventures Pte. Ltd.の５社
であります。
　なお、㈱横浜ステーシヨンビルは、湘南ステーションビル㈱(現㈱JR横浜湘南シティクリエイト)と合併し消滅しております。
　非連結子会社は㈱ルミネリゾート、㈱アトレインターナショナル等であります。非連結子会社の総資産の合計額、売上高の合計
額、当期純損益及び利益剰余金の額等のうち持分に見合う額の合計額は、連結会社の総資産の合計額、売上高の合計額、当期純損
益及び利益剰余金の額等のうち持分に見合う額の合計額に比していずれも少額であり、これらの子会社を連結の範囲から除外して
も当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を妨げる程度の重要性はありません。

⑵ 持分法の適用に関する事項
　関連会社のうちUQコミュニケーションズ㈱、鉄建建設㈱等11社に対する投資について持分法を適用しております。
　非連結子会社及び持分法非適用の関連会社(成田空港高速鉄道㈱等)に対する投資については、それぞれの当期純損益及び利益剰余
金の額等のうち持分に見合う額の合計額が、連結会社及び持分法を適用する会社の当期純損益及び利益剰余金の額等のうち持分に
見合う額の合計額に比していずれも少額であり、連結純損益及び連結利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であるため、持分法を適用
しておりません。
　なお、持分法適用関連会社のうち決算日が連結決算日と異なる会社については、当該会社の事業年度に係る計算書類を使用して
おります。

⑶ 連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうちTAKANAWA GATEWAY 地球益投資事業有限責任組合、JRE Business Development UK Ltd.等９社の事業
年度の末日は12月31日、㈱オレンジページの事業年度の末日は２月28日であります。連結計算書類の作成に当たっては、同日現
在の計算書類を使用しておりますが、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整をしております。
　また、㈱ガーラ湯沢の事業年度の末日は９月30日でありますが、連結決算日現在で実施した仮決算に基づく貸借対照表、損益計
算書及び株主資本等変動計算書により作成しております。

⑷ 会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法

ⅰ）有価証券の評価基準及び評価方法
満期保有目的の債券

償却原価法(定額法)によっております。
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その他有価証券
ａ 市場価格のない株式等以外のもの
　時価法によっております(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は主として移動平均法により算定)。
ｂ 市場価格のない株式等
　主として移動平均法に基づく原価法によっております。
ｃ 組合出資金等(金融商品取引法(昭和23年法律第25号)第２条第２項により有価証券とみなされるもの)
　組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法に
よっております。

ⅱ）デリバティブの評価基準及び評価方法
　時価法によっております。

ⅲ）棚卸資産の評価基準及び評価方法
販売用不動産 個別法に基づく原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定)
商品及び製品 主として売価還元法、移動平均法に基づく原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定)
仕掛品 主として個別法に基づく原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定)
原材料及び貯蔵品 主として移動平均法に基づく原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ

り算定)

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
ⅰ）有形固定資産

　定率法によっております。ただし、1998年４月１日以降取得した建物(建物附属設備を除く)、2016年４月１日以降取得
した建物附属設備及び構築物並びに連結子会社の一部有形固定資産については定額法によっております。なお、鉄道事業取
替資産については取替法によっております。
　耐用年数及び残存価額等については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする
定額法によっております。

ⅱ）無形固定資産
　定額法によっております。
　なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。
　ただし、自社利用のソフトウェアについては、各社内における利用可能期間(主として５年)に基づく定額法によっておりま
す。
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする
定額法によっております。

③ 繰延資産の処理方法
　社債発行費は、支出時に全額費用処理しております。

④ 重要な引当金の計上基準
ⅰ）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個
別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

ⅱ）賞与引当金
　従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額基準により計上しております。
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ⅲ）新幹線鉄道大規模改修引当金
　全国新幹線鉄道整備法(昭和45年法律第71号)第17条の規定に基づいて計上しております。
　当社は、2016年３月29日付で、国土交通大臣より全国新幹線鉄道整備法第16条第１項の規定に基づく新幹線鉄道大規模
改修引当金積立計画の承認を受けました。これにより、2016年度から2030年度の毎年度は24,000百万円(総額360,000百
万円)の引当金の積立てを行い、2031年度から2040年度の毎年度は36,000百万円(総額360,000百万円)の引当金の取崩し
を行います。

ⅳ）災害損失引当金
　2019年９月９日に上陸した台風第15号及び10月12日に上陸した台風第19号に伴う復旧費用等の支出に備えるため、そ
の見積り額を計上しております。
　また、2022年３月16日に発生した福島県沖の地震に伴う復旧費用等の支出に備えるため、その見積り額を計上しており
ます。
　さらに、2022年８月に発生した豪雨災害に伴う復旧費用等の支出に備えるため、その見積り額を計上しております。

⑤ 収益及び費用の計上基準
　当社グループは、運輸事業、流通・サービス事業、不動産・ホテル事業、その他の事業を行っております。これらの事業か
ら生じる収益は、主として顧客との契約に従い計上しており、取引価格は顧客との契約による対価で算定しております。ただ
し、当社グループが代理人に該当する取引では、取引価格を、顧客から受け取る対価の額から実際に商品やサービスを提供す
る他の事業者に支払う額を控除した純額により算定しております。主たる代理人取引としては、流通・サービス事業における
小売業の一部が該当します。
　また、グループの共通ポイントとして「JRE POINT」を運営しており、鉄道や駅ビル等でのご利用に応じて付与したポイン
トを、当社グループが提供するサービス等にご利用することができるため、顧客に付与したポイント分は別個の履行義務とし
て認識し、ポイント単価や失効率により見積った独立販売価格の比率に基づき各履行義務に配分しております。「JRE 
POINT」の履行義務は契約負債に計上し、ポイントのご利用に従い収益を認識しております。
　収益計上に関するセグメント別の主な履行義務の内容、履行義務の充足時点は以下となります。
ⅰ）運輸事業

　運輸事業では、主に鉄道による旅客運輸サービスを提供しており、定期乗車券により得られる収入を「定期収入」とし
て、定期乗車券以外の普通乗車券、料金券等から得られる収入を「定期外収入」として計上しております。
　定期収入は、顧客に対して、定期乗車券で定められた区間の旅客運輸サービスを有効期間内に渡り提供する履行義務を負
っており、当該履行義務は、定期乗車券の有効期間の経過により充足されます。
　定期外収入は、顧客に対して、乗車券や料金券等で定められた区間や列車による旅客運輸サービスを提供する履行義務を
負っており、当該履行義務は、顧客への旅客運輸サービスの提供時点で充足されます。

ⅱ）流通・サービス事業
　流通・サービス事業では、主に小売・飲食業を展開しております。顧客に対して商品を引き渡す履行義務や、サービスを
提供する履行義務を負っており、当該履行義務は、商品の引渡時点、サービスの提供時点で充足されます。

ⅲ）不動産・ホテル事業
　不動産・ホテル事業では、当社グループが保有する不動産物件の賃貸事業、開発した不動産物件の販売事業、ホテル事業
を展開しております。
　不動産賃貸事業では、主にショッピングセンターの運営事業、オフィスビルの貸付業を行っており、これらの不動産賃貸
による収益は、「リース取引に関する会計基準」に従い、賃貸借契約期間にわたって計上しております。不動産販売事業で
は、顧客に対して不動産物件を引き渡す履行義務を負っており、当該履行義務は、不動産物件の引渡時点で充足されます。
　ホテル事業では、顧客に対して宿泊サービスを提供する履行義務を負っており、当該履行義務は、サービスの提供時点で
充足されます。

ⅳ）その他
　その他では、主にクレジットカード事業、電子マネー事業等のIT・Suica事業を展開しております。顧客に対してクレジッ
トカードや電子マネーの決済サービスを提供する履行義務や、ICカード関連の機器等を引き渡す履行義務を負っており、当
該履行義務は、サービスの提供時点、商品の引渡時点で充足されます。
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⑥ 退職給付に係る会計処理の方法
　退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に基づき、退職給付債務から年
金資産の額を控除した額を計上しております。
ⅰ）退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式
基準によっております。

ⅱ）数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(主として10年)による定額法により按分した
額を費用処理しております。
　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(主として10年)によ
る定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。
　未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の包括利益
累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

⑦ 重要なヘッジ会計の方法
　繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を満たしている通貨スワップ及び為替予約については振当処理に
よっております。また、特例処理の要件を満たしている金利スワップについては特例処理によっております。

⑧ のれんの償却方法及び償却期間
　のれんの償却については、発生年度から５～10年間で均等償却を行っております。

⑨ 工事負担金等の圧縮記帳の会計処理
　鉄道事業における連続立体交差の高架化工事等を行うに当たり、地方公共団体等より工事費の一部として工事負担金等を受
けております。
　これらの工事負担金等は、工事完成時に当該工事負担金等相当額を取得した固定資産の取得価額から直接減額して計上して
おります。
　連結損益計算書においては、工事負担金等受入額を収用に伴う受入額も含めて「工事負担金等受入額」として特別利益に計
上するとともに、固定資産の取得価額から直接減額した額を収用に伴う圧縮額も含めて「工事負担金等圧縮額」として特別損
失に計上しております。
　なお、特別利益に計上した「工事負担金等受入額」のうち収用に伴う受入額を除いた額は18,748百万円であり、特別損失に
計上した「工事負担金等圧縮額」のうち収用に伴う圧縮額を除いた額は17,118百万円であります。

２　会計方針の変更に関する注記
　法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準等の適用

　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」(企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下「2022年改正会計基準」
という。)等を当連結会計年度の期首から適用しております。
　法人税等の計上区分(その他の包括利益に対する課税)に関する改正については、2022年改正会計基準第20－３項ただし書きに
定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第28号　2022年10月28日。以下
「2022年改正適用指針」という。)第65－２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに従っております。なお、当該会計方針の
変更による連結計算書類への影響はありません。
　また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結計算書類における取扱いの
見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当連結会計年度の期首から適用しております。なお、当該会計方針の
変更による連結計算書類への影響はありません。
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運輸事業
流通・

サービス事業
不動産・

ホテル事業
その他
(注１) 合計額旅客運送

その他
定期 定期外

顧客との契約から
生じる収益 430,737 1,354,953 139,871 374,402 190,310 99,183 2,589,458

その他の源泉から
生じる収益(注２) － － 20,225 19,384 255,113 3,370 298,094

合計 430,737 1,354,953 160,097 393,786 445,423 102,553 2,887,553

(単位：百万円)
当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権(期首残高) 164,991
顧客との契約から生じた債権(期末残高) 169,049
契約資産(期首残高) 2,420
契約資産(期末残高) 9,927
契約負債(期首残高) 163,726
契約負債(期末残高) 185,891

３　収益認識に関する注記
⑴ 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

(単位：百万円)

(注１) 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメント等であり、クレジットカード事業等のIT･Suica事業、情
報処理業等を含んでおります。

(注２) その他の源泉から生じる収益には、不動産賃貸収入及びリース収入等が含まれております。

⑵ 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「１　連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関
する注記等　⑷ 会計方針に関する事項　⑤ 収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

⑶ 顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会計年度末において存在
する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する情報

① 契約資産及び契約負債の残高等

　契約負債は、主に鉄道による旅客運輸サービスに関して履行義務の充足の前に受領した前受運賃や、鉄道や駅ビル等でのご利用
に応じて付与した「JRE POINT」の未使用分であり、履行義務の充足による収益の認識に伴い、取り崩されます。
　当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、88,397百万円であります。
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(単位：百万円)
当連結会計年度

１年以内 43,219
１年超２年以内 49,305
２年超３年以内 121,681
３年超 18,867
合計 233,074

繰延税金資産 306,915百万円

有形固定資産 7,792,162百万円
無形固定資産 209,477百万円

② 残存履行義務に配分した取引価格
　当社及び連結子会社では、残存履行義務に配分した取引価格の注記に当たって実務上の便法を適用し、当初に予想される契
約期間が１年以内の契約について注記の対象に含めておりません。残存履行義務に配分した取引価格の総額及び収益の認識が
見込まれる期間は、以下のとおりであります。

４　表示方法の変更に関する注記
　連結損益計算書関係

　当社は、モビリティと生活ソリューションの二軸の経営体制をめざす中で、高架下空間利活用を不動産事業として再定義し、従
来「鉄道事業」に区分していた当社の高架下貸付業を「関連事業」として位置づけることに変更いたしました。
　これに伴い、前連結会計年度において「運輸業等営業費及び売上原価」に含めて表示していた当社の高架下貸付業の費用は、当
連結会計年度より「販売費及び一般管理費」に含めて表示しております。

５　会計上の見積りに関する注記
⑴ 繰延税金資産の回収可能性

① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

② その他の情報
　繰延税金資産は、将来の連結会計年度における将来減算一時差異の解消及び税務上の繰越欠損金と課税所得との相殺にかか
る減額税金の見積り額について、将来の課税所得の見積り等に基づき回収可能性を判断し計上しております。
　課税所得の見積りは、中期的な経営戦略及び外部環境に関する情報に基づいた業績予測を基礎としております。鉄道を中心
としたモビリティ関連では、新規施策等による鉄道運輸収入の見込みを、生活ソリューション関連では、流通・サービスや不
動産開発・販売などによる収入見込みを前提としております。
　また、税務上の繰越欠損金と課税所得との相殺にかかる減額税金の見積り額については、2022年３月30日付で当社が国土
交通大臣より事業適応計画(成長発展事業適応計画)の認定を受けたことにより、2020年度及び2021年度に生じた欠損金につ
いては、2022年度から最長５事業年度の間、事業適応計画に従って行った投資額の範囲内で、控除上限を課税所得の50％か
ら最大100％に引き上げる課税の特例措置の適用を考慮しております。
　業績が想定通りに推移せず、課税所得の見積りの変更が必要となる場合、翌連結会計年度の繰延税金資産の回収可能性の判
断に影響を与える可能性があります。

⑵ 固定資産の減損
① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
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現 金 及 び 預 金 284百万円
投 資 有 価 証 券 14,353百万円
そ の 他 1,464百万円

計 16,103百万円

支払手形及び買掛金 1,003百万円
そ の 他 21百万円

計 1,024百万円

建物及び構築物 386百万円
土 地 2,330百万円
そ の 他 180百万円

計 2,896百万円

鉄道施設購入長期未払金 161百万円

⑵ 有形固定資産の減価償却累計額 8,972,457百万円

⑶ 固定資産の取得価額から直接減額された工事負担金等圧縮累計額 993,122百万円

⑷ 保有目的の変更による固定資産から販売用不動産への振替額 39,615百万円

Japan Transportation Technology (Thailand) Co., Ltd. 12,234百万円
(円換算値、当社を含め３社による連帯保証)

合同会社JREASTファンド第９号 21,500百万円

② その他の情報
　当社グループは、管理会計上の区分に従い、主として事業ごと又は物件ごとに資産のグループ化を行っております。なお、
当社の鉄道事業資産については、路線のネットワーク全体でキャッシュ・フローを生成していることから、全路線を１個の資
産グループとしております。また、譲渡や廃止の意思決定を行った資産及び遊休資産等については、それぞれを独立した単位
としております。そのうち、帳簿価額に対し著しく時価が下落した資産グループ及び収益性が著しく低下した資産グループに
ついて、将来キャッシュ・フローを見積り、割引前将来キャッシュ・フローの合計が資産グループの帳簿価額を下回るものに
ついては、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、減損損失を認識しております。
　回収可能価額の算定に際しては、将来キャッシュ・フローの見積り年数、テナントの入居状況や設備リニューアルを踏まえ
た営業収益の予測値、コスト削減施策の効果、正味売却価額の予測値、将来キャッシュ・フローの現在価値を算出するための
割引率等の前提条件を用いております。景気低迷や天候不順、他事業者との競合、市場価格の下落、感染症の発生等により前
提条件の変更が必要となった場合、翌連結会計年度の連結計算書類において減損損失を認識する可能性があります。

６　連結貸借対照表に関する注記
⑴ 担保提供資産

① 担保に供している資産は次のとおりであります。

上記に対応する債務は次のとおりであります。

② 財団抵当に供している資産(鉄道財団)は次のとおりであります。

上記に対応する債務は次のとおりであります。

⑸ 偶発債務
① 受注契約に係る契約履行保証

② 追加出資義務等
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商品及び製品 10,005百万円
仕掛品 57,818百万円
原材料及び貯蔵品 47,426百万円

普通株式 1,134,412,200株

決議 株式の種類 配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円) 基準日 効力発生日

2024年６月20日
定時株主総会 普通株式 32,141 85 2024年３月31日 2024年６月21日

2024年10月31日
取締役会 普通株式 29,492 26 2024年９月30日 2024年12月２日

決議(予定) 株式の種類 配当金の総額
(百万円) 配当の原資 １株当たり配当額

(円) 基準日 効力発生日

2025年６月20日
定時株主総会 普通株式 38,569 利益剰余金 34 2025年３月31日 2025年６月23日

⑹ 棚卸資産に含まれる各科目の金額

⑺ 土地の再評価
　当社の一部の持分法適用関連会社が、「土地の再評価に関する法律」(平成10年法律第34号)及び「土地の再評価に関する法律の
一部を改正する法律」(平成13年法律第19号)に基づき、事業用の土地の再評価を行ったことに伴い計上された土地再評価差額金の
うち、当社の持分相当額について純資産の部に土地再評価差額金として計上しております。
① 再評価の方法

　「土地の再評価に関する法律施行令」(平成10年政令第119号)第２条第３号に定める固定資産税評価額及び同条第４号に定
める路線価等に基づき、合理的な調整を行い算出しております。

② 再評価を行った年月日
2000年３月31日、2002年３月31日

③ 再評価を行った土地の期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額
　再評価を行った土地の時価が再評価後の帳簿価額を上回っているため、差額を記載しておりません。

７　連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴ 当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数

⑵ 当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項
① 配当金支払額

(注) 当社は、2024年４月１日付で普通株式１株につき３株の割合で分割を行っております。上記の2024年６月20日定時株主総
会決議の１株当たり配当額については、当該株式分割前の実際の配当金の額を記載しております。

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
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８　金融商品に関する注記
⑴ 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針
　当社及び当社の連結子会社は、余裕資金が生じる場合の資金運用については安全性の高い金融資産に限定しており、資金調
達については、主に社債発行や銀行借入によっております。また、デリバティブについては、後述するリスクを回避するため
に利用しており、投機的な取引は行っておりません。

② 金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である受取手形及び売掛金並びに未収運賃は、顧客及び連絡運輸会社等の信用リスクにさらされております。当該
リスクに関しては、当社及び当社の連結子会社の社内規程に従い、取引先ごとに適切な期日管理及び残高管理を行っておりま
す。
　有価証券及び投資有価証券は、市場価格の変動リスクにさらされております。
　営業債務である支払手形及び買掛金、未払金、預り連絡運賃、未払消費税等並びに未払法人税等は、そのほとんどが１年以
内の支払期日であります。
　社債及び借入金は、想定外の事由によるフリー・キャッシュ・フローの減少に伴い、支払期日に支払を実行できなくなるリ
スクにさらされております。また、これらのうち一部は、市場価格(為替・金利)の変動リスクにさらされております。
　鉄道施設購入長期未払金は、独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構に対する債務であり、主に「新幹線鉄道に係る
鉄道施設の譲渡等に関する法律」に基づき、1991年10月１日に新幹線鉄道保有機構から新幹線鉄道施設を3,106,969百万円
で譲り受けた際の譲渡価額に係る債務(利付)であります。その譲渡価額及び対価の支払方法は1991年に制定された「新幹線鉄
道に係る鉄道施設の譲渡等に関する法律」等の規定に基づき、運輸大臣(制定当時)の認可を受けた利率による元利均等半年賦支
払の方法により算定される半年賦金の合計額を支払うこととなっております。この鉄道施設購入長期未払金は、想定外の事由
によるフリー・キャッシュ・フローの減少に伴い、支払期日に支払を実行できなくなるリスクにさらされているほか、一部は
市場価格(金利)の変動リスクにさらされております。

③ 金融商品に係るリスク管理体制
　当社及び当社の連結子会社は、社債及び借入金等に関する将来の市場価格(為替・金利)の変動に係るリスクを回避する目的
で、為替予約取引、通貨スワップ取引、金利スワップ取引を利用しております。また、自然災害による収支変動リスクを回避
する目的で自然災害デリバティブ取引を利用しております。
　当社及び当社の連結子会社のデリバティブ取引の契約先は、いずれも信用度の高い金融機関であるため、相手先の債務不履
行によるリスクはほとんど発生しないと認識しております。
　これらのデリバティブ取引については、各社において、取締役会で決議された取引の適正な実行及びリスク管理を目的とし
た基本方針に基づき、財務担当部署が、関係する社内規程に従い、取締役会の決議又は適正な社内手続きを経て実行しており
ます。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変
動することもあります。

⑵ 金融商品の時価等に関する事項
　2025年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。また、市場価格
のない株式等及び組合出資金等については、次表には含めておりません。
　なお、現金及び預金は帳簿価額にほぼ等しいことから、注記を省略しております。
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連結貸借対照表計上額
(百万円)

時価
(百万円)

差額
(百万円)

① 受取手形及び売掛金 674,965 674,965 －
② 未収運賃 77,836 77,836 －
③ 有価証券及び投資有価証券

ⅰ）満期保有目的の債券 450 450 0
ⅱ）その他有価証券(＊１) 258,633 258,633 －

資産計 1,011,886 1,011,886 0
① 支払手形及び買掛金 53,738 53,738 －
② 短期借入金 490 490 －
③ 未払金 617,665 617,665 －
④ 未払消費税等 24,002 24,002 －
⑤ 未払法人税等 27,020 27,020 －
⑥ 預り連絡運賃 48,420 48,420 －
⑦ 社債 3,246,373 2,880,413 △365,959
⑧ 長期借入金 1,401,782 1,345,965 △55,816
⑨ 鉄道施設購入長期未払金 306,703 482,401 175,697

負債計 5,726,196 5,480,117 △246,078
デリバティブ取引(＊２)

① ヘッジ会計が適用されているもの 4,556 4,556 －
② ヘッジ会計が適用されていないもの 1,582 1,582 －
デリバティブ取引計 6,139 6,139 －

区分 連結貸借対照表計上額
(百万円)

非上場株式(＊１) 8,609
合同会社出資金(＊１) 1,051
投資事業組合出資金(＊１)(＊２) 51,695
優先出資証券(＊１) 2,046

(＊１) その他有価証券には「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日）第24－９項を
適用した、投資信託財産が不動産である投資信託が含まれております。

(＊２) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。

(注１) 市場価格のない株式等及び組合出資金等

(＊１) 非上場株式、合同会社出資金、投資事業組合出資金及び優先出資証券については、「③ 有価証券及び投資有価証券　
ⅱ）その他有価証券」には含めておりません。

(＊２) 投資事業組合出資金については、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　
2021年６月17日）第24－16項に基づき、時価開示の対象としておりません。

(注２) 社債、長期借入金及び鉄道施設購入長期未払金に係る連結貸借対照表計上額及び時価については、それぞれ１年内償還予定の
社債、１年内に返済予定の長期借入金及び１年内に支払う鉄道施設購入長期未払金を含めております。
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区分
時価

レベル　１ レベル　２ レベル　３ 合計
有価証券及び投資有価証券

その他有価証券 256,154 － － 256,154
株式 256,149 － － 256,149
国債・地方債等 5 － － 5

デリバティブ取引
通貨関連 － 4,556 － 4,556
地震デリバティブ － 1,582 － 1,582
為替予約 － 0 － 0

資産計 256,154 6,139 － 262,294

⑶ 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類しておりま
す。

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における(無調整の)相場価格により算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレベルのう
ち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

① 時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
(単位：百万円)

(＊) 「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日）第24－９項を適用する投
資信託財産が不動産である投資信託は、上表に含めておりません。なお、当該投資信託の連結貸借対照表計上額は2,428百万
円であります。
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区分
時価

レベル　１ レベル　２ レベル　３ 合計
社債

国内債 1,659,568 － － 1,659,568
外貨建社債 － 1,220,844 － 1,220,844

長期借入金 － 1,345,965 － 1,345,965
鉄道施設購入長期未払金 － 482,401 － 482,401
負債計 1,659,568 3,049,211 － 4,708,780

② 時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
(単位：百万円)

(注) 時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
ⅰ）有価証券及び投資有価証券

　上場株式、国債及び地方債等は相場価格を用いて評価しております。上場株式、国債及び地方債等は活発な市場で取引され
ているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。

ⅱ）デリバティブ取引
　通貨関連及び為替予約については、契約実行時等の為替レートに基づき時価を算定しており、それぞれレベル２の時価に分
類しております。また、地震デリバティブ取引については、契約期間、その他当該取引に係る契約を構成する要素を基礎とし
て算定しており、レベル２の時価に分類しております。

ⅲ）社債
　当社の発行する国内債の時価は、市場価格によっているため、レベル１の評価に分類しております。また、外貨建社債の時
価については、通貨スワップの振当処理の対象とされていることから、当該通貨スワップと一体として処理された将来キャッ
シュ・フローを、同様の国内債を新規発行した場合に想定される利率で割り引いて算定しており、レベル２の時価に分類して
おります。

ⅳ）長期借入金
　これらの時価は、将来キャッシュ・フローを、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法に
よっております。なお、一部の長期借入金の時価については、通貨スワップ又は金利スワップの対象とされていることから、
当該通貨スワップ又は金利スワップと一体として処理された将来キャッシュ・フローを、同様の新規借入を行った場合に想定
される利率で割り引いて算定しており、レベル２の時価に分類しております。

ⅴ）鉄道施設購入長期未払金
　これらの時価は、「⑴ 金融商品の状況に関する事項　② 金融商品の内容及びそのリスク」に記載しているとおり、市場原
理に従って契約当事者間の自由な合意のみによって成立するものではなく、法令の制約を受ける特殊な金銭債務であり、同様
の手段での再調達が困難なため、将来キャッシュ・フローを当社の基本的な資金調達手段である社債により再調達したと仮定
して、同様の国内債を新規発行した場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっており、レベル２の時価に分類し
ております。なお、変動金利による一部の鉄道施設購入長期未払金の将来キャッシュ・フローについては、独立行政法人鉄道
建設・運輸施設整備支援機構より通知された直近の利率に基づき算定しております。
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連結貸借対照表計上額
(百万円)

時価
(百万円)

1,054,579 2,861,144

１株当たり純資産額 2,527円69銭
１株当たり当期純利益 198円29銭

９　賃貸等不動産に関する注記
　当社及び当社の一部の連結子会社では、主に当社営業エリア内において、賃貸オフィスビルや賃貸商業施設等（以下「賃貸等不動
産」という）を所有しております。
　賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額及び時価は、次のとおりであります。

(注１) 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
(注２) 当連結会計年度末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価等に基づく金額、その他の物

件については一定の評価額や適切に市場価格を反映していると考えられる指標に基づいて自社で算定した金額であります。
ただし、第三者からの取得時や直近の評価時点から、一定の評価額や適切に市場価格を反映していると考えられる指標に重
要な変動が生じていない場合には、当該評価額や指標を用いて調整した金額によっております。

(注３) 開発中の資産については、時価を把握することが極めて困難であるため、上表には含めておりません。なお、開発中の資産
の連結貸借対照表計上額は342,419百万円であります。

10　１株当たり情報に関する注記

(注) 当社は、2024年４月１日付で普通株式１株につき３株の割合で分割を行っております。

11　重要な後発事象に関する注記
　退職給付制度の改定

　当社は、2026年４月１日付で現行の退職金制度の改定を行い、退職一時金制度から確定拠出年金制度への移行を予定しており
ます。これに伴う会計処理については、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指針第１号 平成28年
12月16日）及び「退職給付制度間の移行等の会計処理に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第２号 平成19年２月７日）を
適用する予定でありますが、影響額については現在算定中であります。

12　その他の注記
　法定実効税率の変更

　2025年３月31日、「所得税法等の一部を改正する法律」が国会で成立し、2026年４月１日以後に開始する事業年度から「防
衛特別法人税」の課税が行われることになりました。これに伴い、当連結会計年度末の一時差異等のうち、2026年４月１日以後
に解消が見込まれる一時差異等については、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率を主に30.5％から
31.4％に変更しております。
　これに伴う連結計算書類に与える影響額は軽微であります。
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株主資本等変動計算書

株主資本等変動計算書(2024年４月１日から2025年３月31日まで) (単位：百万円)
株主資本 評価・換算差額等

純資産
合計資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式株主資本
合計

その他
有価証券

評価差額金

繰延
ヘッジ
損益

評価・換算
差額等
合計

資本
準備金

その他
資本

剰余金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金
利益

剰余金
合計

特別償却
準備金

新事業開拓
事業者投資
損失準備金

固定資産
圧縮積立金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

当期首残高 200,000 97,771 - 97,771 22,173 2,104 73 62,198 1,220,000 349,991 1,656,541 △38 1,954,273 87,218 3,192 90,410 2,044,684

当期変動額

特別償却準備金の積立 482 △482 - - -

特別償却準備金の取崩 △407 407 - - -

新事業開拓事業者投資
損失準備金の積立 59 △59 - - -

新事業開拓事業者投資
損失準備金の取崩 △73 73 - - -

固定資産圧縮積立金の積立 979 △979 - - -

固定資産圧縮積立金の取崩 △1,352 1,352 - - -

剰余金の配当 △61,633 △61,633 △61,633 △ 61,633

当期純利益 152,600 152,600 152,600 152,600

自己株式の取得 △7,064 △7,064 △ 7,064

自己株式の処分 574 574 7,091 7,665 7,665

会社分割による減少 △40,595 △40,595 △40,595 △ 40,595

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額) △ 437 △ 66 △ 504 △ 504

当期変動額合計 - - 574 574 - 74 △13 △372 - 50,682 50,371 26 50,972 △ 437 △ 66 △ 504 50,468

当期末残高 200,000 97,771 574 98,345 22,173 2,178 59 61,826 1,220,000 400,674 1,706,913 △12 2,005,246 86,780 3,125 89,906 2,095,153

(注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

販売用不動産 個別法に基づく原価法によっております(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により
算定)。

貯 蔵 品 移動平均法に基づく原価法によっております(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に
より算定)。

社 債 発 行 費 支出時に全額費用処理しております。

個別注記表

１　重要な会計方針に係る事項に関する注記
⑴ 有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券
　償却原価法(定額法)によっております。
子会社株式及び関連会社株式
　移動平均法に基づく原価法によっております。
その他有価証券
・市場価格のない株式等以外のもの

時価法によっております(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)。
・市場価格のない株式等

移動平均法に基づく原価法によっております。
・組合出資金等(金融商品取引法(昭和23年法律第25号)第２条第２項により有価証券とみなされるもの)

組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によってお
ります。

⑵ デリバティブの評価基準及び評価方法
　時価法によっております。

⑶ 棚卸資産の評価基準及び評価方法

⑷ 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産
　定率法によっております。ただし、1998年４月１日以降取得した建物(建物附属設備を除く)並びに2016年４月１日以降取得
した建物附属設備及び構築物については定額法によっております。なお、鉄道事業固定資産の構築物のうち取替資産については
取替法によっております。
　耐用年数及び残存価額等については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額
法によっております。

② 無形固定資産
　定額法によっております。
　なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。
　ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法によっております。
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額
法によっております。

⑸ 繰延資産の処理方法
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⑹ 引当金の計上基準
① 貸倒引当金
　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に
回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金
　従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額基準により計上しております。

③ 新幹線鉄道大規模改修引当金
　全国新幹線鉄道整備法(昭和45年法律第71号)第17条の規定に基づいて計上しております。
　当社は、2016年３月29日付で、国土交通大臣より全国新幹線鉄道整備法第16条第１項の規定に基づく新幹線鉄道大規模改修
引当金積立計画の承認を受けました。これにより、2016年度から2030年度の毎年度は24,000百万円(総額360,000百万円)の引
当金の積立てを行い、2031年度から2040年度の毎年度は36,000百万円(総額360,000百万円)の引当金の取崩しを行います。

④ 退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づいて、当事業年度末において発生してい
ると認められる額を計上しております。

ⅰ）退職給付見込額の期間帰属方法
　退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準
によっております。

ⅱ）数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)による定額法により按分した額を費用
処理しております。
　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)による定額法によ
り按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしております。

⑤ 災害損失引当金
　2019年９月９日に上陸した台風第15号及び10月12日に上陸した台風第19号に伴う復旧費用等の支出に備えるため、その見
積り額を計上しております。
　また、2022年３月16日に発生した福島県沖の地震に伴う復旧費用等の支出に備えるため、その見積り額を計上しておりま
す。
　さらに、2022年８月に発生した豪雨災害に伴う復旧費用等の支出に備えるため、その見積り額を計上しております。

⑥ 環境対策引当金
　土壌汚染対策法に基づき、汚染された土壌の処理費用の支出に備えるため、その見積り額を計上しております。なお、現時点
で合理的に見積ることが困難な処理費用等については、環境対策引当金に含めておりません。
　また、文化財保護法に基づき、埋蔵文化財の記録保存調査等の費用の支出に備えるため、その見積り額を計上しております。
　さらに、「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法」に基づき、保管する低濃度PCB廃棄物の処理
費用の支出に備えるため、その見積り額を計上しております。なお、高濃度PCB廃棄物の処理費用については未払金に計上して
おります。

⑦ ポイント引当金
　「JRE POINT」の利用に備えるため、当事業年度末において将来利用されると見込まれる額を計上しております。なお、鉄道
や駅ビル等でのご利用に応じて付与したポイントは別個の履行義務として認識し、その他の流動負債に計上しております。

⑧ 関係会社事業損失引当金
　関係会社の事業の損失に備えるため、関係会社に対する出資金額及び貸付金額を超えて当社が負担することとなる損失見込額
を計上しております。
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⑺ 収益及び費用の計上基準
　当社は、鉄道事業、関連事業を行っております。これらの事業から生じる収益は、主として顧客との契約に従い計上しており、
取引価格は顧客との契約による対価で算定しております。
　収益計上に関する事業別の主な履行義務の内容、履行義務の充足時点は以下となります。
① 鉄道事業
　鉄道事業では、主に鉄道による旅客運輸サービスを提供しており、定期乗車券により得られる収入を「定期収入」として、定
期乗車券以外の普通乗車券、料金券等から得られる収入を「定期外収入」として計上しております。
　定期収入は、顧客に対して、定期乗車券で定められた区間の旅客運輸サービスを有効期間内に渡り提供する履行義務を負って
おり、当該履行義務は、定期乗車券の有効期間の経過により充足されます。
　定期外収入は、顧客に対して、乗車券や料金券等で定められた区間や列車による旅客運輸サービスを提供する履行義務を負っ
ており、当該履行義務は、顧客への旅客運輸サービスの提供時点で充足されます。

② 関連事業
　関連事業では、主に当社が保有する不動産物件の賃貸事業、開発した不動産物件の販売事業を展開しております。
　不動産賃貸事業では、主にオフィスビル・商業施設等の貸付業を行っており、これらの不動産賃貸による収益は、「リース取
引に関する会計基準」に従い、賃貸借契約期間にわたって計上しております。
　不動産販売事業では、顧客に対して不動産物件を引き渡す履行義務を負っており、当該履行義務は、不動産物件の引渡時点で
充足されます。

⑻ ヘッジ会計の方法
　繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を満たしている通貨スワップ及び為替予約については振当処理によっ
ております。また、特例処理の要件を満たしている金利スワップについては特例処理によっております。

⑼ 退職給付に係る会計処理
　退職給付に係る未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の
方法と異なっております。

⑽ 工事負担金等の圧縮記帳の会計処理
　鉄道事業における連続立体交差の高架化工事等を行うに当たり、地方公共団体等より工事費の一部として工事負担金等を受けて
おります。
　これらの工事負担金等は、工事完成時に当該工事負担金等相当額を取得した固定資産の取得価額から直接減額して計上しており
ます。
　損益計算書においては、工事負担金等受入額を収用に伴う受入額も含めて「工事負担金等受入額」として特別利益に計上すると
ともに、固定資産の取得価額から直接減額した額を収用に伴う圧縮額も含めて「工事負担金等圧縮額」として特別損失に計上して
おります。
　なお、特別利益に計上した「工事負担金等受入額」のうち収用に伴う受入額を除いた額は18,748百万円であり、特別損失に計上
した「工事負担金等圧縮額」のうち収用に伴う圧縮額を除いた額は17,118百万円であります。

２　収益認識に関する注記
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「１　重要な会計方針に係る事項に関する注記　⑺ 収益及び
費用の計上基準」に記載のとおりであります。
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繰延税金資産 236,388百万円

鉄道事業固定資産 5,316,356百万円
関連事業固定資産 1,005,746百万円
各事業関連固定資産 330,682百万円
建設仮勘定 590,941百万円

⑴ 有形固定資産の減価償却累計額 8,080,504百万円
⑵ 事業用固定資産

有形固定資産 6,588,657百万円
土　地 2,053,398百万円 建　物 1,310,674百万円
構築物 2,454,672百万円 車　両 434,562百万円
その他 335,349百万円

無形固定資産 64,128百万円
⑶ 固定資産の取得価額から直接減額された工事負担金等圧縮累計額 993,122百万円
⑷ 保有目的の変更による固定資産から販売用不動産への振替額 39,590百万円

３　表示方法の変更に関する注記
⑴ 貸借対照表関係
　前事業年度において固定負債の「その他の固定負債」に含めて表示していた「関係会社事業損失引当金」は、金額的重要性が増
したため、当事業年度より区分掲記しております。

⑵ 損益計算書関係
　当社は、モビリティと生活ソリューションの二軸の経営体制をめざす中で、高架下空間利活用を不動産事業として再定義し、従
来「鉄道事業」に区分していた高架下貸付業を「関連事業」として位置づけることに変更いたしました。
　これに伴い、前事業年度において「鉄道事業」の「営業収益」に含めて表示していた高架下貸付業の収益は、当事業年度より
「関連事業」の「営業収益」に含めて表示しております。また、前事業年度において「鉄道事業」の「営業費」に含めて表示して
いた高架下貸付業の費用は、当事業年度より「関連事業」の「営業費」に含めて表示しております。

４　会計上の見積りに関する注記
⑴ 繰延税金資産の回収可能性

① 当事業年度の計算書類に計上した金額

② その他の情報
　連結注記表「５　会計上の見積りに関する注記　⑴ 繰延税金資産の回収可能性」に同一の内容を記載しているため、記載を省
略しております。

⑵ 固定資産の減損
① 当事業年度の計算書類に計上した金額

② その他の情報
　連結注記表「５　会計上の見積りに関する注記　⑵ 固定資産の減損」に同一の内容を記載しているため、記載を省略しており
ます。

５　貸借対照表に関する注記
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ⅰ）Japan Transportation Technology (Thailand) Co., Ltd. 12,234百万円
(円換算値、当社を含め３社による連帯保証)

ⅱ）GATES PCM CONSTRUCTION LTD. 7,046百万円
（円換算値）

合同会社JREASTファンド第９号 21,500百万円

短期金銭債権 477,440百万円
長期金銭債権 231,123百万円
短期金銭債務 585,836百万円
長期金銭債務 91,502百万円

新幹線鉄道大規模改修引当金 216,000百万円

⑴ 営業収益 2,077,680百万円
⑵ 営業費 1,811,612百万円

運送営業費及び売上原価 1,088,128百万円
販売費及び一般管理費 276,987百万円
諸 税 113,598百万円
減 価 償 却 費 332,898百万円

⑶ 関係会社との取引高 営業取引による取引高
営業収益 182,960百万円
営業費 551,518百万円

営業取引以外の取引高 336,861百万円

新幹線鉄道大規模改修引当金繰入額 24,000百万円

普通株式 4,455株

⑸ 偶発債務
① 受注契約に係る契約履行保証

② 追加出資義務等

⑹ 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

⑺ 全国新幹線鉄道整備法（昭和45年法律第71号）第17条の規定により計上する

６　損益計算書に関する注記

⑷ 全国新幹線鉄道整備法（昭和45年法律第71号）第17条の規定により計上する

７　株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

８　税効果会計に関する注記
　繰延税金資産の発生の主な原因は、税務上の繰越欠損金、退職給付引当金等であり、繰延税金負債の発生の主な原因は、固定資産
圧縮積立金、その他有価証券評価差額金等であります。
　なお、繰延税金資産から控除された金額(評価性引当額)は79,502百万円であります。
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種類 会社等の名称 議決権等の
所有割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

(百万円) 科目 期末残高
(百万円)

子会社 ㈱ビューカード 所有直接
100％

役員の兼任
加盟店契約

クレジットカード
債権の譲渡等 2,534,241 未収運賃 346,459

１株当たり純資産額 1,846円91銭
１株当たり当期純利益 134円55銭

９　関連当事者との取引に関する注記
子会社

取引金額及び期末残高には消費税等は含まれておりません。

取引条件及び取引条件の決定方針等
　クレジットカード債権の譲渡等については、一般取引条件を参考に決定しております。

10　１株当たり情報に関する注記

(注) 当社は、2024年４月１日付で普通株式１株につき３株の割合で分割を行っております。

11　重要な後発事象に関する注記
　退職給付制度の改定

　当社は、2026年４月１日付で現行の退職金制度の改定を行い、退職一時金制度から確定拠出年金制度への移行を予定しており
ます。これに伴う会計処理については、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指針第１号 平成28年
12月16日）及び「退職給付制度間の移行等の会計処理に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第２号 平成19年２月７日）を
適用する予定でありますが、影響額については現在算定中であります。

12　その他の注記
　法定実効税率の変更

　2025年３月31日、「所得税法等の一部を改正する法律」が国会で成立し、2026年４月１日以後に開始する事業年度から「防
衛特別法人税」の課税が行われることになりました。これに伴い、当事業年度末の一時差異等のうち、2026年４月１日以後に解
消が見込まれる一時差異等については、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率を30.5％から31.4％に変
更しております。
　これに伴う計算書類に与える影響額は軽微であります。
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